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はじめに〜世界の中の日本の状況
　2015 年に起きたシリア難民の EU への大量人口移動は、世界を驚愕させる出
来事として記憶に新しい。報道によるとおよそ 400 万人が国を追われ、2015 年
中にヨーロッパに到達した難民・移民数は 100 万人を超えたという。
　国連が公表している統計によると、国連加盟国における国際人口移動者数は、
1990 年に 1.5 億人だったのが、2000 年に 1.8 億人、2010 年に 2.1 億人、2013 年に
は 2.3 億人（世界人口の 3.2%）に増加している［林 2014］。その動向は、1990 年、






































































































































































　「協働実践研究プログラム」は、2006 ～ 2010 年度の５年間に実施された。そ
の内容は、2006 年度に準備段階として日本における多文化化の問題の抽出を行
い、2007・2008 年度の２年間において、前年に抽出された問題から研究テーマ

















の１分野）であり、2011 ～ 2015 年度における協働実践研究のテーマとなった。
私は、そのうちの１つの多文化社会コーディネーター研究において、研究チーフ
として関わることになった。























　こうした 2006 ～ 2012 年度の７年間の「協働実践研究」の成果は、「シリーズ
多言語・多文化協働実践研究」として全 20 冊にまとめられており、本学の「学
術コレクション」および本センターのホームページから web 上で確認できるよ
うになっている。そのうち多文化社会コーディネーター研究に関する成果は、以
下の７冊に収められている。
シリーズ多言語・多文化協働実践研究
No. ６ 『コーディネーターって、なんだ！？』（2008）
No.11 『これがコーディネーターだ！』（2009）
No.14 『多文化社会コーディネーターの専門性をどう形成するか』（2011）
No.15  『地域日本語教育をめぐる多文化社会コーディネーターの役割と専門性』
（2012）
No.17  『多文化共生政策の実施者に求められる役割―多文化社会コーディネー
ターの必要性とあり方』（2013）
別冊１  『多文化社会に求められる人材とは？「多文化社会コーディネーター養成
プログラム」～その専門性と力量形成の取り組み～』（2009）
別冊３  『多文化社会コーディネーター　専門性と社会的役割―「多文化社会コー
ディネーター養成プログラム」の取り組みから―』（2010）
　2013 年度には、科学研究費助成事業（基盤研究 C）に採択され、それまでの
成果を踏まえた上で、３年間にわたって多文化社会コーディネーターの専門職化
に向けた認定制度の研究に取り組むことになった。すなわち、およそ９年に及ぶ
「多文化社会コーディネーター協働実践研究」の集大成もしくは結論として位置
づけられる研究である（図２）。
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４．本研究の内容
　本研究は「多文化社会における専門職の知と専門性評価に関する研究」をテー
マに、最終的に多文化社会コーディネーターが社会に専門職として認知される仕
組みとしての「認定制度」の確立を目指した。
　１年目、２年目には、多文化社会コーディネーター研究に関わったことのある
養成講座修了者の協力を得て、先行研究を踏まえての専門職の知の整理および専
門的人材の育成を行っている他機関の取り組みから事例研究を行い、制度化の方
向性を議論した。さらに、専門職としての社会的認知を高めるための「多文化社
会コーディネーター倫理綱領」の策定に取り組んだ。
　３年目には、それらの研究成果を踏まえて、専門性評価の枠組みを検討し実際
に認定試験の試行・検証を行った。この時には、受験対象となる養成講座修了者
は研究会からは外れてもらうことにし、一方で認定試験試行にあたっては、異文
化間教育学会や日本語教育学会等で実践研究に携わっている研究者に評価者とし
て参加してもらい、検証作業を通してさらなる改善を行ってきた。そして、それ
らの活動から得た成果をベースに、認定制度のあり方を検討した（３年間の流れ
は資料編にある「全体構造図」参照）。
　本冊は、この３年間の研究の成果をまとめたものである。
図２　多文化社会コーディネーター研究の推移
～
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　第１部では、専門職の知とは何か、多文化社会コーディネーターの専門性とは
何かについて、先行研究を踏まえて概説し、そのうえで本研究のメインテーマで
ある「多文化社会コーディネーターの専門性をどう評価するのか」という問いに
対して、「評価の枠組み」を明らかにした。さらに、設定した「評価の枠組み」
に基づいて「認定試行試験」を実施し、その検証・改善のプロセスを記し、実質
的な専門性評価のあり方についてまとめた。
　一方で、多文化社会コーディネーターの専門性評価のあり方が提示されたとし
ても、実際に資格認定制度として確立されなければ力量のある人材が世に認めら
れることは難しい。力量のある人材が社会で活躍できない状況のままでは、本研
究の目的が達成されたことにはならない。
　第２部では、第１章で、多文化社会コーディネーターの専門職化に向けて、よ
り具体的な制度の設計を行うため、同様に専門職化を目指して養成が行われてい
る先行事例である「ボランティアコーディネーター」、「地域日本語教育コーディ
ネーター」、「多文化共生推進士」、「社会教育主事」、「多文化ソーシャルワーカー」
について検討し、そこからどのような示唆が得られたのかを報告する。また、専
門職化を目指した事例ではないものの「多文化共生マネージャー」に関する認定
の制度、および教育分野におけるコーディネーターの実践事例については、参考
事例としてコラムで紹介した。第２章では、第１章での事例研究の総括として、
制度設計に向けた論点を明らかにする。さらに、他の職種から学びつつ養成講座
修了者の実践現場での長年の経験をベースに研究会で策定した「多文化社会コー
ディネーター倫理綱領」について紹介、概説した。
　ここまでの第１部、第２部において、多文化社会コーディネーターの専門性お
よびその専門性を客観的に評価し認定する仕組みについては提示することができ
たと言っていいだろう。しかし、認定制度を現実のものとして実施できるように
するには、いくつかの課題が残った。
　その１つは、多文化社会コーディネーターは、「あらゆる組織において、多様
な人々との対話、共感、実践を引き出しつつ、『参加』→『協働』→『創造』の
問題解決へのプロセスをデザインしながら、言語・文化の違いを超えてすべての
人が共に生きることのできる社会に向けてプログラム（活動）を構築・展開・推
進する専門職」と定義されるが、これまでの研究では、多文化社会コーディネー
ターの実績として最も重要と考えられる「プログラム（活動）を構築・展開・推
進する」力量を専門職の「知」としてどう評価するのかについては十分な議論が
なされてこなかった。
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　２つ目は、認定事業を実施するための具体的な体制に関する議論である。
　実践研究においては、研究から得た知見を実践に円環させていくことが重要で
ある。そこで、補論においては、研究に携わった私たち自身の今後への実践につ
ながるよう期待と決意を込めて、上記２点についてそれぞれ個人的見解ではある
が補足的に論じることにした。
　９年間にわたる多文化社会コーディネーター研究は、試行錯誤の連続ではあっ
たが、専門職としての養成・認定という実践（実験）とを螺旋的に繰り返し行う
ことによって、実践研究として一応の成果を導き出すことができたのではないか
と思う。
おわりに
　冒頭で述べたヨーロッパでの出来事は、外国人労働者の受け入れに舵をきりつ
つある日本において、日本の将来を映し出す鏡とも言えるものであり、もはやひ
とごとではなくなってきている。しかも、ヨーロッパで表出している問題群は、
私たちが気づいていないだけで実は日本にもすでに内在・潜在し、さまざまな形
で顕在化しつつある。今後、さらに複雑多様化して現出するであろう問題に、広
い視野で解決にあたれる専門職の輩出は、喫緊の課題と言っていいだろう。
　そうした状況において、本冊が多文化化する日本社会の問題解決に寄与する専
門職としての多文化社会コーディネーターの養成とその確保の指標になれば幸い
に思う。
　最後に、私自身、センター設立時に着任してからの 10 年間「協働実践研究」
に携わり、さらにそれらの研究成果を生かすべく８年間にわたって「多文化社会
専門人材養成講座」の企画・運営をコーディネートしてきたが、これらの活動を
滞りなく進めてくることができたのは、大学という組織においてセンター運営委
員からのアドバイスがあったからこそであり、ここに深く感謝申し上げたい。
　また、それ以上に 10 年という長期にわたって１つのテーマで研究を掘り下げ
てくることができたのは、思いを共有する現場の実践者の方々、実践研究を研究
する研究者の方々など、多くの方々がさまざまな形で参加・協働くださったから
に他ならない。中でも、早稲田大学教授の山西優二氏は、この 10 年間本学特任
研究員として、また同志として一貫して理論構築の支えとなって活動くださった。
　この場をお借りして、本研究に関わってくださったすべての方々に、改めて心
からの感謝の意を表したい。
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　なお、この３年間の研究はＪＳＰＳ科研費 25381014 の助成を受けたものであ
る。ここに感謝申し上げます。
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